
ゼロ エミッション

話演銀

ゼロ エミッション
ー持続可能な産業システム構築-の道一

秩父小野田株式合社 専務取締役

谷口 正次

11月18日平塚 キャンパ スにおいて､秩父小野田専務取締役､谷口正次 氏をお塑

えし､講演合が開かれた.テーマは ｢ゼロ エ ミッション-特続可能な産業 システ

ム構築-の通 ｣ である｡秩父小野田では､数年前よ りセメン ト産業の社会的地位

の向上 を図 るため､環境に貫赦 しなが らビジネスを考 えることを実践 していると

い う｡谷口氏か らは､セメン ト産業の環境-の取 り組み を中心に､21世紀に向け､

世界規模の問題 である環境問題への取 り組み才について貴重なお話 を伺 うことが

できた｡以下､ その講義内容 をまとめてみ る｡

ゼロ エ ミッションとは

ゼロ エ ミッションとい う言葉は､国連大学学長顧問のグンダー ･パ ウ リによ

り､初めて碇言 された｡意味す るところは､地球上か ら廃棄物 をゼロにしよ うと

い うことである｡さらにいえば､ムダなものはつ くらず､廃棄物 をリサイクル し､

ゼロを目梢す とい う考え方である｡1995年4月には､ゼロ エ ミッション国際合議

が 日本で､1996年にはアメ リカで開催 され､ さらに1997年にはイン ドネシアでの

開催が予定されている｡谷口氏はゼロ エ ミッションは､数年後には世界で共通の

言葉になるであろうとい う｡

ゼロ エ ミッションを支える重要なキ-ワー ドとなるのが､産業生態系(industrial

ecology)の形成 と産業の集団化(Clustering)である｡つまり､ある産業によって耕

出された廃棄物は､他の産業の原 ･燃料 となること (産業の集団化)によって自

然の生態系 とはセパ レー トされた第二の生態系 (産業生態系)か形成 され るO こ

れにより､環境に影響 を与えることのない循環型の産業 システムが完成 し､ゼロ

エ ミッションが達成 され る｡換言すれば､マ クロ視点でのクローズ ドシステムの

碇唱である｡

谷口氏によれば､セメン ト産業では､業界全体がすでに産業の集団化 を実行 し､

かな りの実績 をあけているとい う｡ その他の産業 との間の連携 は､鉄鉱､電力､

〔9〕212



国際経営フォーラムNo.8

非鉄金属､紙パ､石油精製､建材､パチ ンコ､自動車､化学､家電､建設､ そし

て自治体 と多岐にわたってい る｡ そしてこれ らか ら耕 出され る多種 多様 な廃棄物

を有効利用 し､世界最高品質のセメン トを生産 しているとい う｡講演中に も､い

くつか事例 をあげていただいた｡

･石炭火力発電所 との連携

日本の石炭火力発電所では排煙の脱硫 を行 う際､脱硫 剤 として炭≠竣カルシ

ウム を使用 してお り､ その大半 をセメン ト合社が供給 Lている｡炭酸 カル シ

ウムと反応 した硫貴酸化物は､石膏 (炭酸カルシウム) とな り､セメン トの

原料や石膏ボー ドの主原料 として100%利用 され るため､海タトの天然石膏の採

取 を抑制 し､環境破壊 を防止 してい る｡ また､石炭の燃焼の結果緋 出され る

石炭灰 もセメン トの原料あるいは建材の原料 として供給 され る｡

･自治体 との連携

地方自治体 の下水処理場で発生す る下水汚泥は脱水 ･脱臭剤で処理 した後

の汚泥 をセメン トの原料 として利用す る｡ また､最近ではますます深刻化 し

てい る都市 ゴ ミの焼却灰の最終処分上の問題 も焼却灰 をセメン トの原料 とす

ることで解決可能 となっている｡

その他､ さまざまな産業や 自治体 の廃棄物が､セメン トの原 ･燃料 となる

ことで有効利用 されている｡

しか し､ このようなゼロ エ ミッションに対す る考 え方が世界的 に高まるなか､

ゼロ エ ミッションは不可能であるとい う学者が存在す ることも事実である｡谷口

氏も可能だ とは考 えていない とい う｡けれ ども､災害ゼロ､欠陥ゼロと同 じよう

に､ゼロ エ ミッションをスローガンとしてグ Lでも理想に近づ くように努力す る

必要が あることの必要性 を同氏は強調 し､われわれに残 された時間のない ことを

絹摘す る｡

ゼロ エ ミッションを妨げる現代社会の閉環点

谷口氏は､セメン ト業界で達成 されつつあるゼロ エ ミッションも産業全体 で

は､いまだ受け入れ られていない考え方であるとい う｡環境問題が ここまで重大

な問塊 となった原因 をつ くり､またその解決 を妨げる問題点 とLて､谷口氏は以
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下の 2つの理由 をあげていた｡

(D 技術的楽観主義

ゼロ エ ミッションの達成 を噴ける理由 とLて､谷口氏は､孜術的楽観主義がは

びこってい ることを婚摘す る｡困った時の神頼み とい う言葉同様､環境問塵の解

決が､困った時の妓術頼みになっているとい う｡ また同氏は､肢術 こそが非難 さ

れ るべ き対象であるとし､フロン､PCB､DDTや戒兵器などはその最たるもので

あるとしている｡ さらには､孜術だけではな く､ これ らの妓術が生み出した物質

文明のあ り方自体 を問い直す時期にさているという｡

(参 産業革命以降の経済学

2つ目の理由 として､産業革命以降の経済学があげられ る｡谷口氏によれば､

この学問には､天然資源が有限であることを無視 しているとい う重大な欠点があ

るとい う｡同和 ま､経済学では､地球上のあ らゆる資源は利潤 をあげるための資

産であ り､売買 あるいは開発すべ き商品 として扱われているとしている｡自由競

争の原理 により､本来公平に分配 され るべ き天然資源は､先進国 と発展途上国の

間で不公平 に分配 されてお り､ これにより-次産品産出国の天然資源は無駄遣い

され､環境破壊が進んでい るとい う｡ また､ これ ら経済学によるコス トの考え方

には､直接 コス トのみ を対象 とし環境に与えるインパ ク トを考慮 した環境 コス ト

の考 え方が欠落 していることを指摘す る｡ このようなコス トに対す る考 え方が妓

術的 には可能な環境にや さLい商品の開発 を妨げ､環境破壊に拍車 をかけてい る

と い つ｡

谷口氏は､環境問題の解決にあたって､われわれに残 された時間は非常に少な

く､ これ らの問題点 を抱える経済や社食 を支えてきたパ ラダイムの転換の思い切

った転換が必要であることを強調す る｡

環境問題への取 り組み姿勢

上記のような現代社食が抱える問題点 を解決 し､環境間鞄 を解決す るためのキ

ーワー ドとして､谷口氏は､ボーダ レスでグローバ ルなパー トナーシップをあげ

る｡ひと くちに環境間頚 といってもその内容は､大気､水質や土壌の汚染､熱帯

雨林の消滅､生物種の絶滅､オゾン層の破壊､地球温暖化､人口爆発 とそれにか

かわる食糧不足の危機など多岐にわた り､しか もそれぞれが複雑に関係 している｡

そのため､環境 とい う凍印の もと､あらゆ る学問､産業､各国政府､地球市民の
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パー トナーシップが要求され るとす る.

これ までの環境間確 に対す る取 り組みは､環境保護団体 に代表 され るよ うに扇

動､告発 とい うパ ター ンをとりが ちであ り､ とか く政府や企業 と対立す るもので

あった｡一才で政府は責任回避 を考 え､規制 を強化 し､企業は ｢わが社 の製品は

環境 にや さしく｣ といったように自己防衛や リスク回避 をす るとい う三者が別々

の方向 を向いた ものであった といえる｡谷口氏は､ このよ うな環境問題 に対す る

取 り組み才 を批判 し､互いに協力 しあ うような方法 を模索す るよ うな意識改革が

必要 であると主張す る｡ と くに､企業の環境問題-の取 り組みについては､企業

防衛 といった消極的 な対応ではな く､ ビジネスとして積極的に取 り組 む ことが必

婁 であるとしてい る｡

さらに､同和 ま､学問体 系においてはあ らゆ る人文科学､自然科学に "環境"

とい う冠 をつけ一つの学問 としての取 り組み を展開す る必要が あるとい う｡ その

上 で､産 ･官 ･学が密接 な関係 を築 き､パー トナー シップの もとで "癒着"す る

ことが必要 であるとしてい る｡ そして､ このよ うな協力関係 こそが､産業生態系

の形成 ひいてはゼロ エ ミッションの達成 への近道 とな るであろ うと講演 を結 ん

だ｡

講演を聞き終えて-その 1

最近 では､新聞記事やニュースなどで も環境間確 に関す る話題 を目に した り聞

いた りしない 日はない｡ その意味 で､今回の講演 は非常にタイム リーな ものであ

った｡ そして､･毎日のように､環境問鞄が取 りあげ られ るなか､企業 をは L:め そ

の対応は､少 しずつではあるけれ ども､ 変わってきてい るように思われ る｡今回

の講演 で伺 うことのできた秩父小野田の事例は､興味深い ものであった｡

環境間確-の取 り組みが遅れてい るとい う日本において､秩父小野田のよ うな

企業が あることは明 るい材料 ではないであろうか｡ と くに､秩父小野田 をは じめ

としたセメン ト産業 を中心 に構成 され る産業 クラスタ リングの事例は､ これ まで

の企業間連結 とは幾つかの点で異なるよ うに思われ る｡ それは､ まず､産業 クラ

スタリングを形成す る企業が 多種 多様な産業にまたがっていることである｡また､

講演終 了後の質疑応答の際に他の産業だけでな く､他のセメン ト会社 との協力の

事例 もあげていただいたO秩父小野田では､ 自社が開発 した環境 に関す る二枚術 を

他のセメン ト会社に公開す ることもあ り､逆 もまたあるとい う｡

このような協力関係は､谷口氏のい うパー トナーシップに他fJ:らないであろう.

つま り､ これ までの企業のように自社の利益 を第一優先に考えていたのでは この
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ような企業間連結 は成 り立たない｡ 自社の利益 と同時に環境問題 に取 り組む秩父

小野田 をは じめ としたセメン ト業界は､ これ までの経済学や経営学か ら脱却 して

いるように思われ る｡

三哩想論の範噂で しかなかったこのような経営 をセメン ト産業､失礼 を承知でい

わせていただけば､ 日本においてすでに花形 としての地位 を追われた産業が中心

となって推 し進めていることに大 きな驚 きを感 L:た｡

この事例 にみ るように､環境間確 と取 り組みなが ら有機体 としての真筆 な態度

を保特 しなが ら経営 を営んでいる企業の事例 を目の当りにす ると､"ビジネスの論

鍾" をふ りか ざし､自社の利益追求のみに漣進す る企業は､ もはや この地球上 で

存在す るに催 しないであろう｡環境間確 をマ イナスの問確 としてとらえ､消極的

に対応 していたのでは､ただの重荷にしかな らない｡秩父小野田 をはじめ とす る

セメン ト産業のように､環境問題 を新たなビジネスチャンスとLて取 り組むこと

が これか らの企業に求め られて くることは間送いないであろう｡

たしかに､利益追求 と環境間確 を同時に考 えることは難 しいことであるか もし

れない｡けれ どもこの複雑な難問に立ち向か う主呈しさが21世紀の企業には必要 に

なって くるのではないであろうか｡ その際､秩父小野田 をは し､め とす るセメン ト

業界が行 ってきた環境問題-の取 り組み才が大 きなヒン トとなるであろう｡秩父

小野田には今後 も､環境問題 に取 り組む企業の牽引役 として大いなる活躍が期待

される｡

講演を聞き終えて-その 2

この講演は私にとって新 しい発見が幾つかあった｡思いつ くままに書 きとめて

みたい｡第 1は経営陣の重責の-角を担 う専務 とい う立場にあ りなが ら､企業の

プロフィッ トゲェインとはときに相反す るエ コロジー問魔 を真正面か らとりあげ

ていることである｡謙虚な人間 としての生 き方 を模索 している姿が拷沸 された｡

このような経営者がわが国に存在 していること自体､誇 りに思 う｡

第 2は論理の展開が さわめて明快であった こと-の驚 きである｡ 自社の宣伝 に

終始す ることな く､-地球人 としてのスタンスを一貫 してとり続けた真筆 な話 し

方に説得力があった｡生態系その もの を十分 に知っていなければ語れない話題が

豊富にあった.お聞 きLたところによれば､『ゼロ ･エ ミッション』の著者パウ リ

とは知己があ り､国際合議 でもご一緒 Lてい るとい うoむべなるかな､である｡

わが国における数グないゼロ エ ミッション普及者のお一人である｡

第3は､パワーポイン トを使 ったプレゼンテーションの方法 である｡デー タはご

〔13〕208



国際経営フォーラムNo.8

自分で集め ご自分で編集 されてい るとの ことであった｡経営活動のカ､たわ ら､で

ある｡教 えることを業 (な りわい) とす る小生にとって､何のいいわけ もむなし

くなるような体験 をさせていた .ゝいた｡ これ も国際合議 では ｢誰 もOHPフォイル

を使 っていないので｣とい う経験か らきていることがわかった｡"環境にや さしい''

プレゼ ンを自ら実践 しておられ るのである｡

わが国では､キヤノン､荏原製作所､アサ ヒビールなど､環境 との "共生" を

凍印に掲 げた企業が幾つか登場 してきている｡ しか しその数はまだまだ少数 であ

る｡"共生" をわ ざわ ざ公幸艮活動に組み込 まなければならない程､未熟な段階にあ

るといって もよいか も知れない｡われわれ大学人 も､自分の専門領域 を深 く掘 り

下げるだけではな く､異分野の学問領域 とチームを組んで複合的視野か らの考究

が今 こそ求め られてい るのではないだろうか｡thinではな くthickな､shallowで

はな くdeepな､遠元主義ではな くホ リズムを意識 した研究の追求 を心がける時期

が到来 しているのである｡

谷口専務か ら経済学､ そして経営学がやんわ りと批判 された｡ そして "環境"

学の体 系化が絶唱 された｡大学､いやわが学部 での取組みが問われてい るのであ

る｡

追記 :本講演錦 は､学生にテープをおこして もらい､海老津が それに手 を入れ る

形 をとった｡谷口専務の意図が充分に汲み とれていないところもあるか もしれな

い ｡ 未熟な学徒に免 じてお許 しいただきたい｡いずれにせよ､文責はすべ て海 老

津にあることを付記 させていただ く｡

(えひさわ えいいち/経営学部教授)

(経営学部 4年生 :磯田浩一)
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